
 

0 

■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大洗町まち・ひと・しごと総合戦略 

有識者会議資料 

 

大洗町の人口ビジョン・総合戦略について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年７月１日

資料２ 





 

0 

■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

1 

■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

Ⅰ 人口に関する基本指標 
 

１．国勢調査による人口の推移 

 

○国勢調査による人口の推移をみると、戦前 18,000 人台でしたが、引き揚げ等により戦後の昭

和 22 年に 24,785人まで増加しました。その後は昭和 45年調査まで一貫して減少傾向を示

し、昭和 45 年から昭和 50 年までは一時的に維持されていましたが、昭和 55 年調査からは

再び減少傾向に入り現在に至っています。 

○昭和 45年から 50年にかけて人口が安定していた時期は、地域間の均衡ある発展を掲げた「第

一次全国総合開発計画」や、その後の「新全国総合開発計画」による開発が進められてきた時

期でした。 

○大洗町内外では、工業整備特別地区に指定された鹿島開発が進められた他、旧日本原子力研究

所大洗研究所が開設される等、昭和 40年代に地域における大規模プロジェクトが進行してい

たことや、オイルショックでの雇用調整による社会移動の減少等が要因と考えられます。 

 

 

図－国勢調査による人口の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)国勢調査 

※昭和 30 年までは、磯浜町、大貫町、夏海村の合計 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

２．平成以降の人口及び世帯数の推移 

 

○人口は、増加を示す年度もみられますが、傾向としては平成 26年まで人口減少を示していま

す。人口の増加を示す年度の傾向としては、バブル崩壊後の景気後退時期(概ね平成 10年まで)

に含まれる期間や、リーマンショック(平成 20 年)の後など、景気動向に影響を受けている傾

向も推察されます。また、東日本大震災後の平成 23 年度には－2.53％と平成期最大の減少率

を示しました。 

〇世帯数は、平成 16年までは増加傾向を示していましたが、以降は減少を示す年度もみられる

ようになり、平成 21 年の 7,114 世帯をピークに減少しており、特に平成 24 年以降は３年

連続して世帯減少となっており、世帯数についても減少局面になっているといえます。 

 

図－本町の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－本町の世帯数の推移 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

３．人口動態 

 

(１)自然動態 

〇出生数及び死亡数による自然動態の状況をみると、平成元年以外の全ての年度で出生数が死亡

数を下回る「自然減」の傾向を示しています。特に、平成 18 年以降は、毎年 100 人を超え

る自然減少数を示していますが、年齢別人口(ｐ６参照)等を考慮すると、当面の間は死亡数が

出生数を上回る傾向が続くと考えられます。 

 

図－自然動態の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)茨城県常住人口調査 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

 (２)社会動態 

〇転入及び転出による社会動態の状況をみると、一部の年を除き、転出が転入を上回る社会減

を示しています。 

〇転出の内訳をみると、全体的に県外よりも県内への転出が多くなっていますが、平成 23 年

は県外への転出が多くなっており、東日本大震災による影響と考えられます。 

〇一方、転入については、転出ほど県内の割合は高くなっていない状況です。特に、社会増を

示した平成 11～13年、平成 21年の各年については、県外からの転入者数が多くなってい

ます。 

 

 

図－社会動態の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)茨城県常住人口調査 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

(３)総動態 

〇自然動態と社会動態を合わせた総動態をみると、平成 11、12 年以外は全て減少となってい

ます。特に平成 14 年以降は 100 人を超える減少を示し、中でも東日本大震災が発生した平

成 23 年には 474 人の減少となっています。 

〇また出生率は、平成 10 年以降は低下傾向を示している一方で、死亡率は増加傾向を示してお

り、その乖離は大きくなっています。本町の年齢別人口構成や少子化傾向を考慮すると、当面

の間この傾向が続くと考えられます。 

 

 

図－社会動態の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)茨城県常住人口調査 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

６．窓口アンケート調査 

 

  転入・転出者に対し窓口で実施しているアンケート調査の集計結果 

(集計期間：平成 24年 5月～平成 27年 3月) 

 

(１)転入理由 

①転入理由 

 

 

②本町選択理由 

 

  

就職
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23.0%

転勤
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13.2%

進学

24
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62
12.6%

住居

（取得）

55
11.2%

住居

（賃貸）

73
14.8%

定年

後居住

6
1.2%

その他

89
18.1%

未回答

5
1.0%

１.転入理由 n=492〔H24.5～H27.3〕

4.5%  26

33.9%  196

1.9%  11

5.2%  30

15.9%  92

0.7%  4

34.7%  201

3.3%  19
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子育て環境が良い

自然環境が良い

医療福祉が良い

その他

未回答

２.本町選択理由 n=579
〔H24.5～H27.3〕
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

転入理由 【その他に記入があったもの】 

※（）内は重複数 

離婚（５） 退職（５） 帰省（４） 

実家に戻る（４） 運転免許取得のため（２） ガルパンファン（２） 

Ｕターン（２） 保育園入所 勤務先に近いため 

免許証の住所変更 学校が大洗の為 結婚を考えての同居 

祖母が１人のため 実家がある為 出産(里帰り） 

親の介護 避難 家庭内暴力 ＤＶ 同居 

自立 住居を処分したため 親との同居 出産を機に 

留学より帰国 一時帰国  

 

本町 選択理由【その他に記入があったもの】 

※（）内は重複数 

実家だから（４９） 地元である（５） 社宅がある（５） 

実家に近い（４） ガルパン関連（４） 同居（３） 

実家に戻った（２） 出身地（２） 海が近い（２） 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

(２)転入前居住地 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

(３)転出理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)転出地選択理由 
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1
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22
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0

0.0%

１.転出理由 n=332
〔H24.5～H27.3〕

＜２０代のみ＞

11.5%  71

45.8%  282
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3.2%  20

3.1%  19

1.6%  10

21.9%  135

3.1%  19
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

転出理由【その他に記入があったもの】 

※（）内は重複数 

離婚（６） 子供と同居（３） 別居（２） 

転職（２） 老後の居住（２） 学校に近かかったから 

里帰りを終えて帰る 帰省 ネコ 

独立 寮からでる 実家に帰る 

彼女 姑に子供を殺されない為 自宅に戻る 

家事都合 母の実家へ戻るため 
都合上、住民票を一度戻したが、

居住地に再度届出を出すため 

 

転出地 選択理由【その他に記入があったもの】 

※（）内は重複数 

実家（１８） 相手の実家に近い（５） 相手の勤務先に近い（４） 

進学のため（３） 学校・進学先が近い（３） 実家が近いため（３） 

家賃が安かった（２） 婿養子になる（２） 自宅へ戻るため（２） 

就職のため実家に戻る（２） 相手の親と同居（２） 結婚（２） 

社宅がある（２） 元々住んでいた（２） 息子との同居のため 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

(４)転出後居住地 

 

①県 内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②県 外 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

５．年齢別人口の動向 

 

(１)男女５歳階級別人口 

〇国勢調査から平成２年と 22 年の男女５歳階級別人口をみると、20年の間に高齢化とともに、

25～39 歳未満(平成２年は５～19 歳)の年齢層の人口減少が顕著となっていることが分かり

ます。 

○一方、20～24歳未満(平成２年は０～４歳未満)の層では、男性は 542 人→439 人に減少し

ていますが、女性は 471人→469人と大きな減少はみられておらず、若年層減少の時期とし

ては、女性よりも男性の方が早い(若い)ことが推察されます。 

 

図－男女５歳階級別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料)国勢調査   
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

(２)年齢３区分別人口 

〇年齢３区分別人口をみると、昭和 60 年から平成 22 年までの 25 年間で、15 歳未満の年

少人口が 4.2千人から 2.1 千人と２分の１に減少しています。また生産年齢人口も 14.2 千

人から 11.4 千人に減少しています。一方で、老年人口は 2.6 千人から 4.8千人に増加して

おり、年少人口は 10人に１人、老年人口は４人に１人となっています。 

 

 

図－年齢 3区分の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－少子高齢化の進展と生産年齢人口の推移 

 昭和 60年 平成２年 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

年少人口 

[15歳未満] 

20.0% 

(5 人に 1 人) 

17.9% 

(6 人に 1 人) 

14.9% 

(7 人に 1 人) 

13.3% 

(8 人に 1 人) 

12.2% 

(9 人に 1 人) 

11.7% 

(10 人に 1 人) 

生産年齢 

人  口 

[15～64歳] 

67.6% 

《14,225 人》 

67.2% 

《13,934 人》 

67.1% 

《13,713 人》 

65.7% 

《13,107 人》 

64.2% 

《12,322 人》 

62.1% 

《11,355 人》 

老年人口 

[65歳以上] 

12.4% 

(8 人に 1 人) 

14.9% 

(7 人に 2 人) 

18.0% 

(6 人に 1 人) 

21.0% 

(5 人に 1 人) 

23.7% 

(4 人に 1 人) 

26.1% 

(4 人に 1 人) 

※表中の（ ）内は目安となる割合、《 》内は当該人口の実数を記載。 

資料)国勢調査   

  

4,219 3,717 3,049 2,652 2,338 2,145

14,225
13,934

13,713
13,107

12,322
11,355

2,600
3,091

3,672
4,198

4,543

4,780

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

３
区
分
人
口

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

（21,044） （20,742） （20,434）
（19,957）

（19,203）

（18,280）

※図中の（ ）内は総人口。

（ 人 ）

資料)国勢調査 
※年齢不詳は総数から除く。 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

６．世帯類型の推移 

〇世帯について類型別の推移をみると、一般世帯数に占める核家族世帯は、平成２年に

56.07％でしたが平成 22 年には 53.70％とやや低下している他、茨城県平均に比べても

低い割合となっています。 

〇また、母子・父子家庭の割合は、平成 22年にそれぞれ 1.57％、0.29％と茨城県と同水準

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

756,629
829,549

920,513
983,817 

1,029,481 
1,086,715 

58.53% 58.35% 57.87% 58.28% 58.33% 57.75%

27.42%
29.24%

31.39%
33.95%

37.12%

40.11%

1.24% 1.15% 1.08% 1.25% 1.50% 1.52%

0.31% 0.27% 0.22% 0.21% 0.22% 0.22%
0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

世帯類型の推移 （茨城県）

一般世帯数（左目盛） 核家族 65歳以上の親族 母子 父子

（世帯） （割合）

6,045 6,223
6,701 6,874 6,983 6,995

55.15% 56.07%
54.62% 54.42%

53.27% 53.70%

33.63%

36.80%
38.83%

42.60%
44.36%

46.33%

1.89% 1.77% 1.31% 1.28% 1.33% 1.57%

0.41% 0.24% 0.24% 0.09% 0.21% 0.29%
0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

世帯類型の推移 （大洗町）

一般世帯数（左目盛） 核家族 65歳以上の親族 母子 父子

（世帯） （割合）

図－世帯類型の推移(茨城県) 

 

図－世帯類型の推移(大洗町) 

 

資料)国勢調査 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

７．産業の状況 

 

(１)産業分類別人口(常住地) 

〇常住地による 15 歳以上の産業別人口の推移をみると、本町の就業者数は平成７年以降減少

しており、平成 22 年には 9,375 人となっています。 

○産業別にみると、特に第１次産業と第 2 次産業の減少が大きくなっています。 

 

図－大洗町の産業別就業人口 (15歳以上) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10,673 10,842 10,991
10,480

9,969
9,375

1,245 1,034 912 744 656 592

3,146 3,266 3,373 3,227
2,857

2,565

6,275 6,529 6,689 6,493 6,424
6,114

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

昭和60年
(1985)

平成2年
(1990)

平成7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

平成22年
(2010)

総数 第１次産業 第２次産業 第３次産業
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

(２)年齢階級別産業人口割合 

〇平成２年と 22年の国勢調査により、産業大分類別の年齢階級の状況をみると、全産業で若

年就業者の減少と高齢就業者の増加がみられます。 

○このうち、15～29 歳の層についてみると、農林業では増加していますが、漁業については

減少しています。卸売業・小売業とサービス業(※)についても減少しています。一方で、製

造業では 20年間で顕著な変化は見られていない状況です。 

 

図－年齢階級別産業人口割合(平成２年－22年比較) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料)国勢調査       
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44

1
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3
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54

0
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400

15

104

582

73

10
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7
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2,157
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0
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6
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13
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0

1192
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0
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1
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5

255

5

0
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41

5

0

15

49

0

1

131

4

5

58

2

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

農林業

漁業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業

卸売・小売業，飲食店

金融・保険業

不動産業

サービス業

公務（他に分類されないもの）

分類不能の産業

平成2年 年齢階級別産業人口割合

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

1557

39

8

0

90

445

3

75

259

18

17

549

36

18

1774

33

20

0

150

346

11

148
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26

9

644

70

19

1895

36

40

0

171

372

9

149

340

42

12

648

40

36

2,128

71

56

0

211

323

15

119

405

42

13

772

85

16

1371

71

65

0

159

190

1

82

242

12

11

508

19

11

650

98

55

0

20

88

0

8

165

1

15

193

3

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

農林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

サービス業

公務（他に分類されないもの）

分類不能の産業

平成22年 年齢階級別産業人口割合

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

※平成 19 年日本標準産業分類改定により、飲食店は平成 22 年から
サービス業に含めて集計されている。 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

８．その他人口に関する指標 

 

(１)婚姻率・離婚率 

 本町の婚姻率は、年度により変動しますが概ね 4.0 前後で推移しています。一方、離婚率は、

茨城県よりも高い年度が多く見られます。 

図－婚姻率・離婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２)合計特殊出生率 

 茨城県の合計特殊出生率は、平成 25 年に 1.42 で全国平均 1.43 よりやや低くなっています。 

 本町の合計特殊出生率は、ベイズ推定値※(平成 20 年～24 年)によると、1.28 となっており、

茨城県全体よりも低くなっています。また、この値を全国の市町村と比較すると中位以下の集団

に位置しています。 

 

図－合計特殊出生率の推移(大洗町、全国、茨城県比較) 
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資料)人口動態統計 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

 

図－市町村別にみた合計特殊出生率の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－我が国の合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ベイズ推定値 

市区町村単位では出生数などの標本

数が少なく、偶然変動の影響を受けて数

値が不安定な動きを示すことから、当該

市区町村を含むより広い地域である二

次医療圏のグループの出生、死亡の状況

を情報として活用し、これと各市区町村

固有の出生、死亡数等の観測データとを

総合化して当該市区町村の合計特殊出

生率、標準化死亡比を推定するという形

で算出している。 

 

資料)平成 20～24 年人口動態保健所・市区

町村別統計の概況 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

Ⅱ 大洗町の将来人口の見通し 
 

〇国立社会保障人口問題研究所による、大洗町の将来人口推計値をみると、2040 年(平成 52

年)には12,485人と、2010年(平成22年)よりも31.9％も減少すると推計されています。 

○直近の町の人口は 17,668 人(大洗町資料)ですが、同研究所の推計値では 2015 年(平成

27 年)の人口は 17,379人であり、現在は推計よりも人口減少が進んでいる状況です。 

○大洗町まち・ひと・しごと総合戦略では、このような人口減少の原因を捉え、必要な施策を

示し、その推進を図ることにより、地域における好循環を創出することを目的としています。 

 

図－国立社会保障人口問題研究所による将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料) 国立社会保障人口問題研究所  

日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計） 
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実績値 
H27 年５月の人口は 

16,668 人 推計値 

人口減少を抑制

する 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

Ⅲ 総合戦略策定に向けた考え方 
 

１．基本的考え方 

まち・ひと・しごと創生法では、「人口減少と地域経済縮小の克服」と「まち・ひと・しごとの

創生と好循環の確立」を掲げており、総合戦略においては、目標として定めた人口ビジョンの実現

に向け、2019年までの基本目標と実施すべき施策を策定します。 

 大洗町人口ビジョン・総合戦略においては、町の行政施策を示した「第５次大洗町総合計画後期

計画」や「主要プロジェクトの動向」等を踏まえつつ、国の施策の積極的活用を図ることを念頭に、

既存施策の充実と新規施策の位置づけを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○東京一極集中を是正する 

○若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する 

○地域の特性に即して地域課題を解決する 

人口減少と地域経済縮小の克服 

 

○地方における安定した雇用を創出する 

○地方への新しい人の流れをつくる 

○若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

○時代にあった地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

第５次大洗町総合計画 

(後期基本計画) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大洗町人口ビジョン・総合戦略 

主要プロジェクト 

【人口ビジョン】 

 ○現在の人口動向、人口減少要因等を整理した上で、2040 年を目標とする人

口ビジョン(将来人口目標、取り組みの視点等)を策定。 

【総合戦略】 

 ○人口ビジョン実現のために取り組むべき施策と重要業績評価指標)KPＩ)を策

定 

 ○施策については、新規施策の位置づけと既存施策の拡充について、ワーキング

チームでの協議により策定 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

２．総合戦略における施策の基本目標と政策パッケージ＜内閣府提示案＞ 

 

 

  

【地域経済雇用戦略の企画・実施体制の整備】 

     ◇地域の産官学金労言が連携した総合戦略推進組織の整備 

   【地域産業の競争力強化（業種横断的取組）】 

◇包括的創業支援、地域を担う中核企業支援 

◇産業・金融一体となった総合支援体制の整備 

   【ICT等の利活用による地域の活性化】 

【地域産業の競争力強化（分野別取組）】 

◇農林水産業の成長産業化、観光地域づくり 

◇地域の歴史・町並み・文化・芸術・スポーツ等による地域活性化 

【地方への人材還流、地方での人材育成、地方の雇用対策】 

◇地域における女性の活躍推進 

◇新規就農・就業者への総合的支援 

 

  

 

【地方移住の推進】 

◇地方移住希望者への支援体制 

◇「日本版 CCRC」の検討 

   【企業の地方拠点強化、企業等における地方採用・就労の拡大】 

◇企業の地方拠点強化等 

◇遠隔勤務（サテライトオフィス、テレワークの促進）  

 

 

 

【若い世代の経済的安定】 

◇若者雇用対策の推進 

◇結婚・妊娠・出産・子育ての各段階に対応した総合的な少子化対策の推進 

【子ども・子育て支援の充実】 

【妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援】 

◇「子育て世代包括支援センター」の整備等 

【仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現（「働き方改革」）】 

◇長時間労働の見直し、転勤の実態調査等 

 

  

① 地方における安定した雇用を創出する 

② 地方への新しい人の流れをつくる 

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

 

 

 

【人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化】 

◇公共施設・公的不動産の利活用についての民間活力の活用、空き家対策の推進 

【住民が地域防災の担い手となる環境の確保】 

◇消防団等の充実強化・ICT利活用による、住民主体の地域防災の充実 

【ふるさとづくりの推進】 

◇「ふるさと」に対する誇りを高める施策の推進 

 

 

３．大洗町総合戦略における政策パッケージ案＜茨城県項目案に基づく大洗版素案＞ 

 

 

  

【最先端科学を活用した未来産業・雇用の場の創出】 

◇原子力分野における新事業・雇用の創出 

     ◇水素社会への率先的な取り組み 

【競争力のあるものづくり産業・地場産業の育成】 

  ◇新商品開発及び大洗ブランド認証品のＰＲ 

◇枯れ松材を活用した産業育成 

【企業誘致の更なる推進】 

  ◇税制優遇措置、正規職員及び町民雇用に対する奨励等 

◇企業用地、住宅用地取得に対する支援 

【小規模事業者等に重点を置いた経営力の強化】 

  ◇既存商店街への助成による活性化 

【農林水産業の成長産業化】 

  ◇農水産業における６次産業化及び販売促進 

  ◇農家民宿、農家レストランによる多角経営化 

【観光振興】 

  ◇ウォーターフロントにおける公共・民間施設の活性化 

  ◇温泉導入施設の利用促進 

  ◇水上交通事業の創業支援 

  ◇おもてなし事業（マイスター制度、インバウンド対応、トイレ洋式化） 

  ◇海水浴連動型周遊事業 

  ◇ネット活用による観光情報一元化事業 

  ◇伝統芸能（磯節）の保存伝承 

【各種産業を支える人材育成】 

  ◇一次産業、地場産業における人材育成、後継者育成 

【多様な雇用機会の創出と安定】 

  ◇移住定住推進員（コンシェルジュ）の設置 

  

④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 

① 大洗町における安定した雇用を創出する 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

  

 

【町内への移住等の推進】 

  ◇アニメを活用した起業者、居住者の誘致 

  ◇空き家バンク制度の拡充 

  ◇海辺の暮らしに特化した住宅支援制度 

  ◇同窓会を活用したＵターン推進事業 

  ◇Ｕターン新卒者を誘致するための新奨学金制度 

 ◇町内における三世代家族形成の推進事業 

【地域産業を担う人材の町内での採用、就労の拡大】 

  ◇原子力関係研究所・事業所における人材育成及び居住促進 

  ◇農業体験・漁業体験による町内外からの就労者育成 

 ◇松川地区交流拠点を中心とした周辺活性化事業 

◇包括的起業支援（起業アドバザー、チャレンジスペース提供、家賃補助等） 

  ◇大洗版ＣＣＲＣ（高齢者向け移住・就労・起業・介護支援地域）の導入  

 

 

 

【若い世代の経済的安定】 

  ◇若年層の正規雇用支援 

【結婚支援】 

  ◇各種企業及び団体合同による婚活事業支援 

  ◇友好都市等地域外との婚活事業展開 

【妊娠・出産・子育て支援の充実】 

  ◇妊娠～子育てまでの人的、経済的支援の拡充 

   （家庭訪問、マル福、保育料、報奨金、学童保育、給食費等） 

  ◇結婚～子育て～終活までの各段階別セミナーの実施 

【仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現】 

  ◇女性、高齢者の就職、産休後の再就職に対する環境整備 

 

 

 

【地域特性を活かした地域間連携の支援】 

  ◇友好都市との連携交流事業 

  ◇ラムサール登録「涸沼」活用による観光振興等 

【地域の生活に必要な生活支援サービスの維持】 

◇タブレット活用による買い物弱者対策 

  ◇大洗鹿島線等公共交通機関の利用促進 

【住民が地域防災の担い手となる環境の確保】 

  ◇消防団の充実強化、住民主体の地域防災・見守り体制の充実 

【既存ストックのマネジメント強化】 

  ◇公共施設等の計画的な後進・統廃合による財政負担の軽減、施設の適正配置等

② 大洗町への新しい人の流れをつくる 

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 
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■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

■大洗町人口ビジョン・総合戦略 

 

■参考－大洗町人口ビジョン・総合戦略策定概念図 
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Ⅱ 総合戦略の策定 Ⅰ 人口ビジョンの策定 

 ○基本目標１ ： 地域における安定した雇用を創出する 

○基本目標２ ： 地域への新しいひとの流れをつくる 

○基本目標３ ： 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

○基本目標４ ： 時代にあった地域をつくり，安心なくらしを守るとともに， 

地域と地域を連携する 

１．人口の現状についての把握 

 (１)人口や産業の他、自然・社会増減など町に関するデータを整理 

 (２)町民の意識を把握するため、意向調査や各組織へのインタビューを実施 

 

 

 

 

 

 (３)人口減少要因の把握と対策の視点の策定 

○平成に入ってからは、総動態が減少を示す年次が多く、死亡率は増加、

出生率は低下傾向。さらに、平成 15年以降は、総動態の減少数が拡大。

自然動態は、出生率と死亡率の関係から減少数が拡大する傾向を示す。 

 社会動態については、一時的に増加したことがあるものの、ほぼ減少傾

向が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大洗町の目標(検討中) 

 ○漁業・食品加工等、特色ある

地域産業の振興 

 ○原子力などの先進的な産業

の活用 

新規施策のみ掲載。今後、既存施策の

拡充等を精査し追加する。 

■大洗町の目標(検討中) 

 ○安全・安心環境の充実 

 ○地域資源を活かした町のブ

ランド化の推進 

■大洗町の目標(検討中) 

 ○子育て支援の充実・特色ある

充実したプログラムの提供 

■大洗町の目標(検討中) 

 ○港湾や海岸、涸沼等の活用 

 ○大洗らしい住まい方の提案

等、定住支援施策の充実 

 

【人口ビジョンの策定事項】 

□目標年次：2040年(平成 52 年) 

□人口減少に対する目標・理念 

□目指すべき将来の方向性  

   ・将来動向の認識 

   ・減少要因の特定 

   ・将来人口展望 

   ・出生率 

   ・転入・転出  

   →施策(総合戦略)へ反映 

 

①意向調査 

 若年層(17～25 歳)、子育て層、事業主を対象に実施。 

  ※このほか、窓口で実施した転出者に対するアンケートも分析 

②インタビュー 

 青団連、子育て層、教育関係者、商工関係者等に対して実施。 
 

仮説１ 進学・就職による若年層の町外への居住 

仮説２ 住宅ストックと住宅ニーズのミスマッチ 

仮説３ 町内の産業・就業機会の減少   

仮説４ 晩婚化・出生率の低下 

２．将来目標人口の設定 

○大洗町の年齢別人口構成を踏まえつつ、将来の目標人口を設定。 

○平成２７年５月末時点の人口は 16,906 人で社人研推計値よりも減少。

社人研推計では、2040年の人口は 1.2万人台。このような状況を踏まえ、

施策効果による目標人口を設定。 

□商店街活性化補助事業 
□農産物６次産業化促進事業 
□アニメ活用型地域活性化事業 
□臨海地区活性化事業 
□地場水産品販売促進事業 
□企業誘致促進助成事業 
□移住者雇用促進事業 
□原子力産業・人材育成推進事業 
□温泉導入施設雇用促進事業 
□農業体験・農家民宿推進事業 
□枯れ松材有効活用事業 
□涸沼周辺地区活性化事業 
□「食」による新商品開発及びブランド認証推進事業   
□漁業体験による新規就業者育成事業 
□釣具メーカー誘致雇用促進事業 
□空き家バンク活用型移住定住推進事業 

□海水浴連動型商店街周遊事業 
□おもてなし観光推進事業 
□海水浴連動型商店街周遊事業 
□松川地区周辺活性化事業 
□大洗町観光情報一元化事業 
□涸沼周辺環境整備事業 
□大洗町起業支援事業 
□街路生垣化推進事業 
□同窓会活用型ビジネス推進事業 
□夏海地区活性化促進事業 
□二葉地区活性化推進事業 
□民謡「磯節」保存伝承事業 
□大洗版ＣＣＲＣ推進事業 

□新奨学金制度 
□地産池消による食育および農業体験事業 
□ベビーカー購入助成金 
□結婚・出産・子育て各種セミナー推進事
業 

□三世代家族形成推進事業 
□タブレット活用型買い物弱者対策事業 
□大洗鹿島線通勤定期券購入助成事業 
□友好都市連携交流促進事業 
□ラムサール条約登録地「涸沼」を活かし
た循環型総合事業 

□住宅用火災警報機設置推進事業 
□交通防犯対策事業 
松食い虫防除事業 
非常災害用備蓄事業(キャンプ場) 
非常災害用備蓄事業(災害時要配慮者向け) 

人口減少要因の把握 

 

□地域の活動・環境に与える影響 

□生産活動・町民生活に与える影響 

□生活利便施設・行政機能に与える影響 等を精査 

人口減少が地域にもたらす影響 

人口ビジョン(町の基本姿勢) 


